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日本ホッケー協会 U15 カテゴリー部会規約 

 

　第１章　名称及び事務局 

第１条  本部会は日本ホッケー協会 U15 カテゴリー部会と称する。 

第２条　本部会の事務局は、末武中学校（〒 744-0073 山口県下松市美里町一丁目８番１号）　

　　　　　　　　に置く。 

 

　第２章　目　的 

第３条　本部会は（日本中学校体育連盟規約に従い日本ホッケー協会と協力して）ホッケー　

 　　　　競技をとおして体育の振興と、生徒の健全な発育、発達を図ることを目的とする。

 

  第３章　事　業 

 第４条　本部会は第３条の目的を達成するために次の事業を行う。

　　　　１　全国大会開催に関する審議並びに執行 

　　　　２  中学生ホッケー競技に関する審議会の開催 

　　　　３　その他目的達成に必要な事項 

 

　第４章  組　織 

第５条　本部会は（日本ホッケー協会 U15 カテゴリー部会規約第７条）によって組織される。 

第６条　本部会は全国都道府県 U15 カテゴリー部会に属するホッケー部（クラブチーム含む）

 を持って組織する。

 

　第５章　役員及び任務 

 第７条　本部会に次の役員を置く

 　　　　１　会　長　１名（学校長もしくは都道府県ホッケー協会会長）

　　　　２   副会長　１名（学校長もしくは都道府県ホッケー協会会長）

　　　　３　事務局長　１名   事務局　若干名 

　　　　４　競技部長　１名 

      　５  審判部長　１名 

　　　　６   全国委員・・・・各中学校ならびにクラブチームのホッケー部監督

 　　　　７　常任委員・・・・各ブロック代表１名

 　　　　８　専門委員・・・・各ブロック１名

 　　　　９　海外遠征事務局　若干名

　　　　10  　顧問　若干名

 第８条　会長及び副会長は、常任委員会の推薦により選出する。

  　　　会長は、本部会を代表し会務を統轄する。副会長は、会長を補佐し会長が事故等で職

 　　　　務遂行が困難の場合は、その職務を代行する。

 第９条　事務局長及び事務局は、会長から委嘱した者とする。

第１０条  競技部長及び審判部長は、常任委員会の推薦により選出され、常任委員会に出席し

 　　　　　職務を執行する。
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第１１条　全国委員は、各中学校ホッケー部監督ならびにクラブチームの監督で構成し、本部

 　　　　　会の最高決議機関を構成する。

 第１２条　常任委員は各ブロックから選出され、常任委員会に出席し常務を執行する。

 第１３条　専門委員は、各ブロックから選出され、常任委員を補佐する。

 　　　　　ブロックは全国８ブロックに分ける。

　　　　　１　北海道・東北　　２　関東　　  ３　北信越　　４　東海

　　　　　５　近畿　　　　　　６　中国　　 ７　四国　 　  ８　九州

第１４条　顧問は、本部会に貢献したものを全国委員会において推薦し、会長が委嘱する。　

 　　　　　顧問は重要事項に関し会長の諮問に応じる。

第１５条　役員の任期は２年とし再任は妨げない。また、補欠による役員は前任者の残任期間

 　　　　　とする。　

 

  第６章　会　議 

 第１６条　本部会は次の会議をおく。

　　　　　１　全国委員会（年１回全国大会時開催予定） 

　　　　　２　常任委員会（年２～３回　５月、(９月)、２月開催予定） 

　　　　　３   その他必要を認めたときに会を開く。

 第１７条　全国委員会は本部会の重要事項を協議決定する。

 第１８条　常任委員会は次のことを執行する。

　　　　　１　全国委員会から委任された事項及び緊急事項の処理 

　　　　　２　各種原案の作成並びに計画 

第１９条　会議は構成員の過半数を持って成立し、多数を持って決める。票決に際して委任状

 　　　　　を認める。賛否同数の場合は、会長が決定する。

 

  第７章　会　計 

第２０条　本部会の経費は JHA 補助金、U15 カテゴリー部会への登録料、その他の収入　　

 　　　を持ってこれにあてる。

 第２１条　本部会の会計年度は、４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

 

 　　付　則 

 １　本部会の規約は、全国委員会の決議によらなければ変更できない。

 ２　この規約は、昭和６１年　滋賀県大会から提案承認をえる。

 ３　平成１１年１０月　１日に一部改正

 ４　平成１４年　４月　１日に一部改正

５   平成１９年　６月　２日に一部改正

６   平成２３年　８月１２日に一部改正

 ７　平成２５年　５月２５日に一部改正

８   平成２６年　２月１５日に一部改正

 ９　平成２７年　４月２１日に一部改正

10    令和　５年　４月　１日に一部改正

11   令和　６年　２月２４日に一部改正　　


